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＊中国、EVﾃﾞｰﾀ吸い上げ…ﾒｰｶｰに提供義務「使用状況など60以上」
中国当局が自動車ﾒｰｶｰから、電気自動車（EV）など新ｴﾈﾙｷﾞｰ車の位置や電池使用などﾘｱﾙﾀｲﾑ
の車両情報の提供を受けていることが分かった。自動車産業は習近平指導部の産業政策「中国製
造2025」の重点分野。ﾃﾞｰﾀが競争力を左右する自動運転時代の到来に備え、国家をあげたﾋﾞｯｸﾞ
ﾃﾞｰﾀ収集で日米欧を猛追するが、個人情報保護の面から国際的な議論を呼ぶ可能性がある。

＊ﾊﾟﾝ食　東南ｱで日系攻勢…日本流柔らか食感の　浸透
ﾊﾟﾝ食文化が広がりつつある東南ｱｼﾞｱで、日本企業が積極的に売り込みを強めている。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで
は山崎ﾊﾟﾝと三菱商事が共同で市場開拓を進めるほか、2019年には双日がﾌｨﾘﾋﾟﾝ市場に参入す
る。小麦粉の需要拡大を受け、日清製粉はﾀｲの製粉会社を買収して生産を拡大し、三井物産もｼﾝ
ｶﾞﾎﾟｰﾙで製粉会社に出資した。
・ﾋｯﾄの秘密はふわっとした食感のﾊﾟﾝ作り。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ人の嗜好に合わせ、細かな改善を続けてき
た。食ﾊﾟﾝの耳まで柔らかくした「ふんわり食ﾊﾟﾝ」は価格も1万2千ﾙﾋﾟｱ（約95円）と競合商品に比べ5
割ほど割安。同社ﾄｯﾌﾟ商品になった。
・日本のﾊﾟﾝ人気は東南ｱｼﾞｱで広がっている。ﾏﾚｰｼｱのﾏﾊﾃｨｰﾙ首相もほれ込み、「日本のﾊﾟﾝが一
番柔らかくておいしい」と評価。
・消費量、年5%増‥経済発展に伴う食の多様化が大きい。山崎製ﾊﾟﾝの田所隆三東南ｱｼﾞｱ事業部
長も「ﾊﾟﾝ消費は所得の向上に比例して増える傾向」と指摘

＊中国、工場一斉休業見直し…環境保護より景気優先「大気汚染深刻に」
中国が企業活動の重荷になっている環境規制の緩和に乗り出した。大気汚染が深刻でも工場操業
の一斉停止をしないように方向転換したほか、冬季の休業も大幅に減らす。すでに北京で大気汚染
が2017年より深刻になるなど悪影響が出てきた模様だ。だが、政府は景気を優先する。足元の景気
減速を受け、下押し要因を一つでも取り除く考えだ。
・山西省晋城市は今冬、170社の操業停止を9社にすることにした。
⦿中国では大気汚染が悪化する都市も目立つ（PM2.5の平均濃度、μｇ/㎥）
　　・北京（2017年11月は46➡2018年11月は71）　・瀋陽（40➡50）
　　・天津（53➡82）　・石家荘（78➡111）　・済南（55➡82）　・鄭州（51➡102）
　　・上海（41➡40）　・広州（39➡39）

＊ｼｬｰﾌﾟ、鴻海に生産移管…亀山工場、外国人3千人削減
ｼｬｰﾌﾟが亀山工場（三重県亀山市）で手掛けていた「iPhone」用ｾﾝｻｰ部品の生産を親会社である鴻
海精密工業の中国拠点へ移したことが分かった。顔認証に用いる同部品の新規受注などに伴い
2017年夏以降、雇い入れた外国人の期間労働者は最大4千人規模に達したが、18年夏までに3千
人以上減らした。外国人雇用の不安定な実態が改めて浮き彫りになった。

＊中国家電、白物飽和で苦戦…ﾃﾚﾋﾞ、大手も9割減益
美的集団、海信集団（ﾊｲｾﾝｽ）など中国の家電ﾒｰｶｰが勢いが鈍っている。2018年7～9月期はﾃﾚ
ﾋﾞ、洗濯機などの国内家電市場が縮小に転じ、増収ﾍﾟｰｽが鈍ったり、減益になったりする企業が相
次いだ。各社は産業用ﾛﾎﾞｯﾄやｽﾏﾎなどに事業を展開しているが、現時点では成果に乏しい。経済
成長で白物家電はほぼ全ての世帯に行き渡り、経営は踊り場を迎えている。
・中国ﾃﾚﾋﾞ最大手ﾊｲｾﾝｽ傘下の事業会社、青島海信電器は最終利益が前年同期比9割減少。同じ
くﾃﾚﾋﾞが主力の康佳集団（ｺﾝｶ）は1割減益でＴＣＬや四川長虹電器も売上高が前年実績を下回るな
ど不振が目立つ。

＊無印良品　東南ｱｼﾞｱにｼﾌﾄ…消費者成熟、拡大の好機
良品が東南ｱｼﾞｱで「無印良品」の事業展開を加速している。販売では日本や中国に次ぐ重点地域と
位置づけ、2019年にもﾍﾞﾄﾅﾑに進出するなど店舗数を急増させる。生産では人件費が高騰する中国
からｶﾝﾎﾞｼﾞｱなどに委託先を移し、東南ｱｼﾞｱを含む世界での販売価格を抑える。世界戦略の中で、
市場と生産地の両面で東南ｱｼﾞｱの比重を高める。
・20年まで西南ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱは15年比2.7倍の122店まで増やす。
・ﾀｲのﾊﾞﾝｺｸの中心部の大型商業施設にある無印良品の旗艦店にて。妻と来店したﾁｮｸﾁｬｲさん
（60）は「他の店より少し高いけれど、ｼﾝﾌﾟﾙで機能性が高く長く着られるところが気に入っている」と
話す。

＊ｻﾑｽﾝ、6500億円減収か…有機EL　曲面ﾊﾟﾈﾙで技術流出
韓国ｻﾑｽﾝｸﾞﾙｰﾌﾟの有機ELﾊﾟﾈﾙの生産技術が中国企業に流出した。その為ｻﾑｽﾝ電子の売上高を
6兆5千億ｳｫﾝ（約6500億円）減少させる影響があると推定。
・問題の技術を1500億ｳｫﾝを投じて開発。ｻﾑｽﾝの取引先のﾊﾟﾈﾙ製造装置ﾒｰｶｰ、　韓国ﾄｯﾌﾟﾃｯｸの
社長らを起訴した。技術を盛り込んだ製造装置を中国ﾊﾟﾈﾙ最大手の京東方科技集団（BOE)を含む
4社に流出した疑いがある。2社は未遂。
＊ｲﾝﾄﾞ７．1%成長…7～9月、公共投資伸びる
ｲﾝﾄﾞ統計局が30日公表した2018年7～9月期の実質経済成長率は前年同期比で7．1%だった。公共
投資が大幅に伸びたとみられ、個人消費も堅調だった。成長率は直前の4～6月期よりは低い伸び
となったものの4四半期連続で7%を超えた。6.5%だった中国を上回った。
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＊日産、中国販売9%減…11月、ﾄﾖﾀは23%増
日産自動車は5日、中国での11月の新車販売が9.2%減だった。9月0.8%減、10月は5.5%減の3ヵ月連
続ﾏｲﾅｽで、ﾓﾃﾞﾙﾁｪﾝｼﾞの影響が出る。ﾎﾝﾀﾞも11月は4.3%減で2ヵ月ぶりのマイナスのなった。ﾄﾖﾀは
11月は23.8%増で「ﾚｸｻｽ」が好調。7月から値下げした効果が続いている。
＊ｲﾝﾄﾞでﾄｯﾌﾟ　地域5分割作戦…超高温や停電に強い製品
ｴｱｺﾝ市場が急成長するｲﾝﾄﾞで、ﾀﾞｲｷﾝ工業が個々の地域の事情に対応した製品を投入し首位と
なっている。気候や電力供給の状況などをもとに全土を５地域に分け、50度を超す高温や、頻発す
る停電でも壊れにくい機種、さらにﾏﾗﾘｱやﾃﾞﾝｸﾞ熱を追い払う機能を付けるなどの独自色を出してい
る。生産能力の拡大や、新空港の全てに納入するなどﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ戦略も強化し、競合の韓国ＬＧ電
子や地場大手を圧倒する優位を目指す。
・ﾀﾞｲｷﾝはｺｽﾄ削減で「普及価格帯に設定した」(峰野義博常務執行役員）と強調するが、ＬＧやﾎﾞﾙﾀｽ
より依然高価格だ。まだ、消費者から支持を得ている。

＊武田、巨額買収に潜む罠…創薬力再生　成否占う
武田薬品工業によるｱｲﾙﾗﾝﾄﾞの製薬大手ｼｬｲｱｰの買収が5日、両社の臨時株式総会でそれぞれ承
認された。日本の製薬会社で初めて売上高で世界のﾄｯﾌﾟ10入りする企業が誕生する。世界の製薬
業界では周回遅れともいえる大型再編だが、過去の巨額買収はその後の成長につながらないｹｰｽ
が多い。ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ競争のｽﾀｰﾄﾗｲﾝに立つ武田にとって、創薬力の再生が成否のｶｷﾞを握る。
・開発「米に移す」・・買収した会社の医薬品の特許が切れれば、新たな買収を繰り返す「ﾌｧｲｻﾞｰﾓﾃﾞ
ﾙ」。買収後の企業価値で１＋１が２以上にならないのは、中長期的な研究開発力の強さにつながら
ず、収益力に繋がらなった。
・武田は第１に「稼ぐ力」を取る戻すことだ。ｼｬｲｱｰ買収の第２の理由はｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化の加速だ。「ｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ化しか生き残れない」（ｳｪｰﾊﾞｰ武田社長）という危機感がある。

＊ﾍﾞﾄﾅﾑ携帯、21年５Ｇへ…ﾍﾞﾄﾃﾙ　自動運転など普及促進
ﾍﾞﾄﾅﾑ通信最大手のﾍﾞﾄﾅﾑ軍隊通信ｸﾞﾙｰﾌﾟ（ﾍﾞﾄﾃﾙ）は2021年に次世代通信規格「５Ｇ」のｻｰﾋﾞｽを
始める。現行の４Ｇｻｰﾋﾞｽは日本から6年遅れだが、５Ｇは2年遅れに縮まる見通し。ﾍﾞﾄﾅﾑでも自動
運転など超高速通信が前提の新ｻｰﾋﾞｽが早めに普及しそうだ。

＊中国の変調、ｱｼﾞｱに影…世界経済に頭打ち感
中国最大規模の貿易商談会「広州交易会」は例年、海外から中国企業との契約を狙って20万人ほ
どが集まるが、今回、参加は19万人を割った。米国向け輸出額も28億㌦（約3千億円）と前年比3割
減。「米中貿易摩擦の影響だ」と電子ﾒｰｶｰ従業員。
・9月の中国向け輸出額はｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ17.8%減、ﾀｲが15.0%減、ﾌｲﾘﾋﾟﾝ5.7%減、ﾏﾚｰｼｱ0.6%減とＡＳＥＡＮ
の主要国で落ち込んだ。
・㌦高・新興国通貨安はｲﾝﾌﾚの進行という痛みを広げている。ﾀﾞﾗｽ連銀によると、新興国21か国の
消費者物価の平均上昇率は9月に前年同月比で14.7%に達し、約20年ぶりの高い水準となった。ｲﾝﾌ
ﾚ抑制と通貨防衛の利上げがさらに経済の痛みをもたらす悪循環が続く。
・逆風を前に中国は景気対策に動く。米国も20年にかけて減税効果も息切れする。
　中間戦争も「ねじれ」が生じ、政権の政策停滞が懸念される。
・世界を覆う不確実性の波から日本は逃れられない。

＊ﾀﾞｲｷﾝ　ｲﾝﾄﾞに新工場…21年稼動、生産能力2倍に
ﾀﾞｲｷﾝ工業は2021年にｲﾝﾄﾞで家庭用ｴｱｺﾝの新工場を稼働させる。100億円を投じ、年産100万台の
工場を建てる。既存の2工場とあわせて、家庭用ｴｱｺﾝの現地生産能力は年200万台に達し、現在の
2倍に増える。
・ｲﾝﾄﾞの家庭用ｴｱｺﾝ市場は23年に747万台となり、17年に比べ7割以上増え、同期間の世界全体の
伸び(2割）を大きく上回る見込み。ﾀﾞｲｷﾝは市場の成長を上回る速度で設備を増強する。

＊米貿易赤字　最大に…10月　対中摩擦、駆け込み輸入
米商務省が6日発表した10月の貿易統計によると、ﾓﾉの貿易赤字は769億8千万㌦
（8兆７千億円）と前月に比べて0.9%増え、単月で過去最大となった。対中赤字は381億8千万㌦で2%
拡大。6ヵ月連続で増え、赤字全体の半分を占める。輸出が25.9%減と大幅に縮小。中国の国有企業
を中心に報復関税の対象となった農産物や産業資材などの米国製品を買い控えたようだ。

＊台湾ﾍﾟｶﾞﾄﾛﾝ　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで生産…通信機器　米中摩擦、中国から分散
電子機器の受託製造ｻｰﾋﾞｽ（ＥＭＳ）世界2位、台湾の和碩聯合科技（ﾍﾟｶﾞﾄﾛﾝ）が年内にもｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
での生産に乗り出すことが分かった。米国の対中制裁関税の影響回避を狙い、中国の通信機器の
生産ﾗｲﾝを一部移管する。中国から生産地を分散する動きは止まらない。複数の関係者によると、
生産拠点はｲﾝﾄﾞﾈｼｱの自由貿易地域で、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙのすぐ南側に位置するﾊﾞﾀﾑ島に設ける。
・通信機器を巡りﾍﾟｶﾞﾄﾛﾝは中国から台湾北部・桃園市やｲﾝﾄﾞにも生産を一部移管する方針。今後
はﾍﾞﾄﾅﾑなど、東南ｱｼﾞｱｼﾌﾄが加速する可能性がある。
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＊武田、財務安定5年で…新薬開発、時間との闘い
かって武田は年1千億円以上を販売する自社開発の大型医薬品を4製品もそろえ、収益力は盤石
だったが、特許が切れた後、新薬に恵まれず収益低迷、事業や不動産の売却で利益を捻出する時
期が続いた。「今回のｼｬｲｱｰ買収は10年先を見て手を打った」とｳｪﾊﾞｰ社長。血漿分画製剤（血液製
剤）は「利益も厚く、特許切れもない。経営を支える柱となる」と説明する。血液製剤の製造工程は複
雑で参入障壁が高い。安定的な収益源を手に入れ、その間に新薬を開発するという戦略は正しい。
だが、新薬を開発する新薬候補に、世界的なﾋｯﾄ候補を見つけることはできない。いくら時間を稼い
でも、肝心の新薬を開発出来るとは限らない。ｳｪﾊﾞｰ社長に残された時間は少ない。買収につぎ込
んだ7兆円も空費に終わる。
＊ﾍﾞﾄﾅﾑIT、日本が中核…最大手FPT・創業者ﾁｭｵﾝ・ｻﾞ・ﾋﾞﾝ会長
「2020年をﾒﾄﾞに日本の開発技術者を現在の2.5倍の3千人にする」と表明した。中国や韓国市場など
の開発も日本で統括し、IT受託大国のｲﾝﾄﾞを追撃する。
・日本企業の受託を重視する理由は
　「海外から見ると日本市場の参入障壁は非常に高い。日本では相当に高いﾚﾍﾞﾙ
　の日本語ができないとﾋﾞｼﾞﾈｽにならない。外資系のﾗｲﾊﾞﾙが少ないからﾁｬﾝｽ」
・技術者をどのように育てているのか。
　「ﾊﾉｲ近郊でIT技術と日本語を教える大学（FPT）を自社で設立。日本での
　商習慣もきちんと身に着けさせている」
・日本企業がFRTを活用する利点は何か。
　「ﾍﾞﾄﾅﾑの賃金が安く、日本などIT企業に委託するよりもｺｽﾄを安く抑えられる。
　ｲﾝﾄﾞ勢英語圏の事業が中心で日本は当社が有利だ」
・ｱｼﾞｱ市場でどう成長していくか。
　「最重点地域は中国と韓国。経験が豊かな日本法人に統括を任せている」
　「日本の企業は小さな改善を積み重ねて技術を洗練させていく。そうした姿勢
　をﾍﾞﾄﾅﾑ人の開発技術者が習得できると考えている。これが我々の財産になる。
　日本を起点として顧客対応ﾉｳﾊｳを積極的に活用していきたい」
＊京東集団、植物工場が稼働…三菱ｹﾐから納入　10ヵ所に拡大狙う
中国ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通販大手京東集団（JDﾄﾞｯﾄｺﾑ）は6日、三菱ｹﾐｶﾙから納入した植物工場を稼働したと
発表した。両社は同日、中国の農産物の「安全・安心」のﾆｰｽﾞの把握や工場への先端技術の導入
などを柱とする戦略提携も結んだ。まず中国国内で植物工場を10ヵ所程度まで拡大する計画だ。

＊②
・今回ｶﾅﾀﾞで逮捕された孟氏は任氏の娘。孟氏大学卒業後ﾌｧｰｳｪｲに入社。財務部門を歩み、2011
年からCFOを務める。
今年3月から副会長を兼ね、社内での求心力は高く、任氏の後継者との見方は根強い。米中交渉の
新たな主導役となるﾗｲﾄﾊｲｻﾞｰ米通商代表部（USTR）代表は、ﾊｲﾃ分野の覇権争いを強く意識し、
「中国製造2025」の打破をもくろむ。ただ、ﾌｧｰｳｪｲと米国企業との結ぶつきは深い。対ZTEと同様の
制裁なら、米国企業の業績にも大きな影響は避けられない。

＊米、中国ﾊｲﾃｸ排除…調達禁止、世界規模で
米政府の要請を受けてｶﾅﾀﾞ当局は1日に逮捕されたのはﾌｧｰｳｪｲの孟晩舟・副会長兼最高財務責
任者（ＣＦＯ）。米国が経済制裁を科すｲﾗﾝに違法に製品を輸出した疑いとされる。米政府は同社に
対し、米企業との取引禁止などの制裁に踏み切る可能性がある。
・米国はﾌｧｰｳｪｲ、中興通訊（ＺＴＥ）、監視ｶﾒﾗ大手の杭州海康威視数字技術（ﾀﾞｰﾌｧ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ）、海
能達通信（ﾊｲﾃﾗ）の5社を安全保障上のﾘｽｸあると警戒。こうした企業の通信機器を経由して中国が
軍事情報を盗み出しているとみる。放置すれば無人機やＡＩ兵器など、軍事・安全保障分野でも中国
の優位につながるとの懸念ある。
・「2019年度米国防権限法（NDAA2019）」で安全保障上の理由から5社などへの締め付けを大幅に
強化する条項を盛り込み、8月13日にT大統領が署名・成立。
・5社の製品を社内で利用しているだけで、いかなる取引も米政府機関と出来なくなる（米政府に納
める製品・ｻｰﾋﾞｽが通信機器とは一切関係なくとも）。

＊①中国製造本丸に米の矛先…相互依存、もろ刃の強硬策
対中圧力の矛先が習近平氏が進める産業政策「中国製造2025」の中核であるﾊｲﾃｸの本丸に向
かった。華為技術は中国最大の輸出企業だ。世界知的所有権機関（WIPO)がまとめた2017年の特
許の国際出願件数で、ﾌｧｰｳｪｲは圧倒的な世界ﾄｯﾌﾟ
。ｽﾏﾎの出荷台数で米ｱｯﾌﾟﾙを抜く2位で、通信基地局では世界1位だ。
・中国経済に与える影響も大きい。売上高1位、輸出額5位など代表的企業だ。
・創業者の任正非・最高経営責任者（CEO)は人民解放軍出身として知られる。軍で通信技術などを
手掛け、鄧小平氏の軍改革を受け、1987年にﾌｧｰｳｪｲを創業。毛沢東氏の「農村から都市を包囲す
る」作戦を取り入れ、国有企業が軽視した農村部で設備納入を広げて飛躍の土台を作った。
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2018/12/12 経済 ＊中国、米車関税下げ検討…米報道　40%から15%に
中国は7月1日に輸入車への関税を25%から15%に下げた。米国産車は40%の関税がかかり欧州や日
本からの輸入車と比べて割高。米ﾌﾞﾙｰﾑﾊﾞｰｸﾞ通信は11日、中国政府が米国から輸入する関税を
40%から15%に下げる検討をしていると報じた。

＊東南ｱ　新車販売12%増…ﾀｲやﾍﾞﾄﾅﾑ伸びる
東南ｱｼﾞｱ主要6ヵ国の10月の新車販売台数は約31万５千台となり、前年同月比12%増えた、7ヵ月連
続ﾌﾟﾗｽ。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、タイと、ﾍﾞﾄﾅﾑは2桁増。米中貿易戦争や米利上げで東南ｱｼﾞｱ経済には変調の
兆しもみられるが総じて堅調。ﾀｲは27%増で14ヵ月連続2桁増。ﾍﾞﾄﾅﾑは10月は32%増。ﾌｲﾘﾋﾟﾝは10
月までの9ヵ月連続減少。

＊ﾌｧｰｳｪｲ　事実上の標的…4月以降に調達停止（9品目）
政府は10日、各省庁の情報通信機器の調達に関する新たな指針をまとめた。ﾃﾞｰﾀの外部流出など
安全保障上のﾘｽｸがある場合、2019年4月以降に調達しない方針を決めた。米国が取引を禁じてい
る中国の通信機器最大手、華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）などの製品は事実上、排除される見通し。ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ
など携帯大手各社も次世代通信「５G」の通信設備に中国大手の製品を使わない方針だ。
⦿新指針が対象とする9項目（ﾌｧｰｳｪｲなどの製品は事実上、排除される見通し）
　①通信回線=ﾙｰﾀｰ、ｽｲｯﾁ　②ｻｰﾊﾞｰ装置＝ﾒｰﾙｻｰﾊﾞｰ　③端末＝ﾊﾟｿｺﾝ、ｽﾏﾎ
　④複合機＝ﾌﾟﾘﾝﾀｰ　⑤特定用途危機＝ﾃﾚﾋﾞ会議ｼｽﾃﾑ　⑥基本ｿﾌﾄ（OS)
　⑦周辺機器＝ｷｰﾎﾞｰﾄﾞ、ﾏｳｽ　⑧外部電磁的記憶媒体＝USBﾒﾓﾘｰ
　⑨役務＝ｼｽﾃﾑ開発、運用・保守

＊90日交渉　はやくも暗雲…ﾊｲﾃｸ圧力出方悩む中国
中国は米国製品の輸入拡大をなどを迫られているのに加え、本格交渉前からﾊｲﾃｸ摩擦（ﾌｧｰｳｪｲ
問題）で新たな圧力をかけられた。ﾄﾗﾝﾌﾟ政権の出方に反発を強め、追加関税の回避を狙う交渉は
難航する恐れもある。
・米国は90日間の交渉で中国に①技術移転の強要②知的財産権③非関税障壁④ｻｲﾊﾞｰ攻撃⑤ｻｰ
ﾋﾞｽと農業ーーの5分野の協議をつきつけている。
国民の反発懸念＝米国を刺激すれば貿易戦争の解決が遠のく。米国がﾌｧｰｳｪｲを制裁すれば、
ﾌｧｰｳｪｲは世界市場で活躍する国民の「誇り」である。習指導部も反撃せざるを得ず、反米感情に火
が付き抑え込むのは難しくなる。また、米中の協議が膠着すれば世界市場は明るさを取り戻せなく
なる。

＊携帯4社　中国製を排除…５G設備、政府に同調
NTTﾄﾞｺﾓ、KDDI（ａｕ）ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸの携帯電話大手3社は10日、次世代通信「５Ｇ」の通信局などに中国
製品を使わない方針を固めた。来年秋に参入する楽天も同様の方針を示している。日本政府が情
報漏洩など安全保障上の懸念から、中国・華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）製など通信機器を政府調達から事
実上、排除する指針をまとめたことを受けた。米国政府による中国製通信機器排除の圧力が日本
企業にも影響を及ぼしている。
⦿日本国内の基地局売上高ｼｪｱ
　①富士通18.2%　②ＮＥＣ18.2%　③ｻﾑｽﾝ電子（韓国）17.6%
　④ｴﾘｸｿﾝ15.7%（ｽｪｰﾃﾞﾝ）　⑤ﾉｷｱ（ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ）15.2%
　⑥華為技術（中国）13.2%　⑦中興通訊（中国）2.0%
＊香港消費　中国減速で影…米中摩擦や株安　不安心理拡大
中国の消費減速が香港企業に影を落とし始めた。高級ﾃﾞﾊﾟｰﾄや宝飾品店が多く、「買い物天国」と
いわれる香港で異変が起きている。香港の2大ﾓｰﾙにもﾌﾞﾚｰｷがかかった。「海港城（ﾊｰﾊﾞｰｼﾃｨ）」
の売上高は1～6月が前年同期比36%増が、７～9月は16%増、「時代広場（ﾀｲﾑｽﾞｽｸｴｱ）」も22%増か
ら6%増に急減。ﾏｶｵでもｷﾞｬﾝﾌﾞﾙ狙いの中国人より観光客が目立つ。ｱﾊﾟﾚﾙ大手のｴｽﾌﾟﾘは過去1年
間で全従業員の1割超にあたる900人を世界で削減したが、さらに同4割減らし、香港のｵﾌｲｽも大幅
に縮小する計画だ。今年は関税引き上げ前の駆け込み輸出があるので、影響が出てくるのは来年
との見方。19年のGDPは2.3%と18年から1㌽減速と予想する。

＊ﾌｨﾘﾋﾟﾝに防空ﾚｰﾀﾞｰ…政府　装備品、初輸出を目指す
政府は他国の戦闘機などを探知し、追尾できる国産の防空雨ﾚｰﾀﾞｰをﾌｲﾘﾋﾟﾝへ輸出する検討に
入った。一定の条件を満たせば武器輸出を認める「防空装備移転三原則」基づく措置で、ﾌｲﾘﾋﾟﾝ政
府への技術情報の提供を始めた。実現すれば初めての国産装備品の海外輸出となる。
⦿日本の防衛装備移転の取り組み
　　①実施・合意済み＝・米国へ地対空ﾐｻｲﾙ「PAC2」の部品輸出。・ﾌｲﾘﾋﾟﾝへ
　　　　練習機「TC90」の無償譲渡。・ﾌｨﾘﾋﾟﾝへ多用途ﾍﾘ「UH1H」部品の無償譲渡
　　②調整中＝・ﾌｲﾘﾋﾟﾝへ防空ﾚｰﾀﾞｰの輸出。・インドへ救難飛行艇「US2」の輸出
　　③頓挫＝・豪州への次世代潜水艦の輸出。・英国への哨戒機「PI」の輸出
　　　　　　　　・ﾀｲへ防空ﾚｰﾀﾞｰの輸出

＊韓国ﾛｯﾃ　東南ｱｼﾞｱ深堀り…石油化学新工場　4千億円投資
韓国ﾛｯﾃｸﾞﾙｰﾌﾟはｲﾝﾄﾞﾈｼｱ（ｼﾞｬﾜ島西部のﾊﾞﾝﾃﾝ州ﾁﾚｺﾞﾝ）で石油化学工場を建設する。35億㌦（約
4千億円）を投じ、同国最大級の石化ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄを作る。現地で生産が拡大する自動車向けなどに供
給する。ﾛｯﾃは韓国との関係が一時悪化した中国で事業の縮小を迫られており、化学や小売りなど
幅広い事業を着々と拡大してきた東南ｱｼﾞｱ市場を深堀する姿勢を鮮明にする。
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＊工作機械受注16.8%減…11月、中国回復見通せず
日本工作機械工業会（日工会、東京・港）が11日発表した11月の工作機械受注額（速報値）は、前
年同月比16.8%減の1317億9千万円だった。10月に続き2ヵ月連続で前年を割り込む。外需が3割近
い減少となった。米中摩擦が拡大する中、中国市場の回復を見通せてない。堅調な欧米に比べ、工
作機械大手からは「中国の様子見は変わっていない」（ｵｰｸﾏ）といった指摘が相次ぐ。内需は6.35
増。

＊電力・IT　相乗効果狙う…日立、中国企業と競争へ
世界の電力市場の勢力図が変わろうとしている。原子力や火力発電に逆風が吹くなか、米GEなど
欧米大手は電力事業の縮小に動く。日立はITと電力事業の相乗効果でｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ展開を加速する狙
いで、ｽｲｽABBの電力ｼｽﾃﾑ事業を買収する。ただ日立が狙う新興国市場では中国勢が台頭してお
り、激しい競争が待ち構えている。
・日立が買収する第1の狙いは情報・通信ｼｽﾃﾑ部門の技術と組みあわせて両事業の収益力を高め
ることだ。ABBが弱い情報部門を補い、難しかった成長戦略が描けるとみている。第2の狙いは新興
国を中心とする電力事業のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ展開。
・ABBは北米や欧州に加え、中国やｲﾝﾄﾞ、ｱｼﾞｱなどに販路も持つ。

＊ｻﾑｽﾝ、中国販売が失速…ｽﾏﾎ生産　天津で停止
韓国ｻﾑｽﾝ電子2018年末に中国天津市の工場でｽﾏﾎの生産を停止する。中国で同社のｽﾏﾎ販売が
大幅に落ち込み、稼働率が低迷したため。広東省恵州市で創業する別の工場でのｽﾏﾎ生産は続け
る。世界でもｽﾏﾎ市場の頭打ちとｻﾑｽﾝのｼｪｱ低下が鮮明になっており、生産拠点の見直しに追い
込まれた。
・世界全体でみたｽﾏﾎ出荷台数は18年7～9月期まで４半期続けて前年割れ。

＊LNG、ｱｼﾞｱで安値圏…ｽﾎﾟｯﾄ　中国、安定調達に変更
発電燃料に使う液化天然ｶﾞｽ（LNG)のｽﾎﾟｯﾄ（随時契約）価格が、ｱｼﾞｱ市場で半年ぶり安値圏にあ
る。昨冬は中国の輸入急増が高騰につながった。中国の需要増は今年も続くが、期間を決めて安
定調達する恵沢に切り替えが進み、ｽﾎﾟｯﾄ市場の逼迫感を抑えているもようだ。ｱｼﾞｱの買い手が冬
に先立ち在庫を積み増したことも目先の上値を重くしている。

＊ﾍﾞﾄﾅﾑ国民車　欧州仕込み…BMWやﾎﾞｯｼｭ協力
ﾍﾞﾄﾅﾑの不動産最大手ﾋﾞﾝｸﾞﾙｰﾌﾟが豊富な資金力を元手に2019年の車市場参入に向け準備を着々
と進めている。同国初の自国ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ車で政府も「国民車」として高い期待を寄せる。独BMWやﾎﾞｯｼｭ
などの欧州企業が協力し、19年6月にまず新型3車種を投入し、同9月には電気自動車（EV)を投入
する。競争が激しい車市場を後発として参入する狙いはどこにあるのか。
・「車の普及率は低いが経済成長は高く、世界で最も車ﾋﾞｼﾞﾈｽの潜在性有す」
・ﾋﾞﾝが描く勝算にはEVの台頭もある。中国ﾒｰｶｰ同様、ｶﾞｿﾘﾝｴﾝｼﾞﾝ車では欧米勢には勝てないが、
作りが容易なEVなら攻守逆転もあり得るとの読みだ。
・主力の不動産事業の強みを生かし、既に約200ヵ所で販売店を開設するなど、販売網も瞬く間に構
築した。

＊中国新車、強まる選別…11月販売13%減
中国汽車工業協会は11日、11月の新車販売台数が前年同月比13.9%減の254万7千台だったと発表
した。2018年通年で前年割れになるとの見通しも示した。特に厳しいのが、海外勢に品質の評価で
劣る中国国有大手が関税引き下げも追い風に販売を伸ばしたのと対照的だ。右肩上がりの成長の
時代が終わり、消費者による選別が厳しくなっている。
⦿ﾌﾞﾗﾝﾄﾞごとに明暗が分かれた（1～11月の中国販売台数の前年同期比増減率）
　｛好調｝　　ﾄﾖﾀ（日本）14%増➚　　吉利（中国）29%増➚　BYD（中国）24%増➚
　｛市場並｝　VW（ﾄﾞｲﾂ）1%減➞　　　GM（米国）1%減➞　　日産（日本）4%減➞
　｛苦戦｝　　ﾌｫｰﾄﾞ（米国）51%減⇘　北京汽車（中国）11%減⇘

＊米中摩擦、衣料大国に恩恵…ﾊﾞﾝｸﾞﾗ・ﾍﾞﾄﾅﾑ　拠点ｼﾌﾄで輸出増
米中貿易戦争の影響で衣料品の生産大国であるﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭやﾍﾞﾄﾅﾑなどが追い風が吹き始めてい
る。世界最大の輸出国である中国から、周辺国に生産拠点を動かす動きが加速しているためだ。現
時点で衣料品は米国の追加関税の対象外だが、ﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領は中国からの輸入品全てに対象を
広げる可能性を示唆する。こうした動きはさらに広がりそうだ。
・人口1億６千万人のﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭは人件費が中国や東南ｱｼﾞｱより安く多くの大手　の衣料品企業が
進出し、協力企業が多い。ﾍﾞﾄﾅﾑも人件費が上海や広州など中国の主要都市と比べ、半分以下だ。

＊住商、ﾍﾞﾄﾅﾑでｽｰﾊﾟｰ…日本式を展開、中間層に的
住友商事はﾍﾞﾄﾅﾑで、食品ｽｰﾊﾟｰの運営に参入する。現地企業と組み新会社を設立し、今月下旬に
1号店を首都ﾊﾉｲ（現地の複合企業BRGｸﾞﾙｰﾌﾟと「ﾌｼﾞﾏｰﾄ・ﾍﾞﾄﾅﾑﾘﾃｰﾙ」を設立）」で開店する。同国
の流通業は中間層が増え拡大傾向にあるが、伝統的な小売り形態がいまだに主流という。住商は
鮮度管理や総菜加工など日本のｽｰﾊﾟｰ運営で培った手法を展開し現地の中間層の需要を取り組
む。



2018/12/13 経済

2018/12/13 指導部

2018/12/14 経済

2018/12/14 経済

2018/12/14 経済

2018/12/15 経済

2018/12/15 経済

2018/12/15 経済

＊中国が内需拡大方針…中央政治局会議　対米摩擦念頭に
中国共産党は13日、習近平指導部が主宰して中央政治局会議を開き、2019年の経済政策などを議
論した。米国との貿易戦争を念頭に内需を拡大する方針を示す。
・「強大な国内市場を形成し、経済の全体的な水準を高める」。
・中国は金融ﾘｽｸ抑制、環境保護、貧困対策を３つの優先課題を取り組み続ける
・「党が経済を指導する能力と水準を高め、党中央の指導を強める」。

＊米ﾃｽﾗと独BMW値下げ…中国で米生産車値下げ「販売ﾃｺ入れ」
米電気自動車（EV)大手ﾃｽﾗと独BMWが中国で販売する米国製高級車の値下げに踏み切った。中
国ﾒﾃﾞｨｱによると値下げ率はﾃｽﾗが5～11%、BMWは4%。中国政府が14日に米国からの輸入車への
追加関税を来年1月から3月まで停止すると発表したのに対応し、低迷する販売をﾃｺ入れする。
・ﾃｽﾗも10月の中国販売が前年同月比7割減ったとされ、11月に12～26%引き下げた。BMWは1～11
月の中国販売が前年同月比で6%増えた。

＊ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ　米対応見据え…中国製排除　異例の即断
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸが現在の携帯電話ｻｰﾋﾞｽを支えている通信機「４Ｇ」から、華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）など中国製
の機器をなくす。安くて高性能と評価してきたが、異例の即断で北欧製に切り替える。米中対立のは
ざまで、万が一の事態に備えた。
・「本当は技術に優れたﾌｧｰｳｪｲの機器を使い続けたかった」。ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ幹部は今回の判断が簡単な
ものではなかったと語る。「５Ｇ」は他社より3割前後安い。
・問題はこれから後になって万が一、何か問題があるとわかった場合の影響が　はかり知れない。

＊中国、米車追加関税を停止…1～3月、摩擦緩和へ譲歩
中国国務院（政府）は１4日、米国から輸入する自動車にかける関税を今の40%から15%に下げるとと
発表した。期間は2019年1月1日から同3月31日まで。貿易摩擦がｴｽｶﾚｰﾄする事態を避けるため米
国への譲歩の一環とみられる。

＊中国、消費・生産に打撃…貿易戦争で先行き不安
貿易戦争による中国経済の減速が鮮明になってきた。14日発表した2018年11月の小売り売上高の
伸びは15年半ぶりの低水準で、工業生産も実質10年ぶりの低い伸びにとどまった。貿易戦争の影
響は雇用に及びつつあり、先行き不安から消費が低迷、生産も鈍化している。習近平指導部は近く
決める19年の経済運営方針で、減税など景気重視の姿勢を打ち出すとみられる。
⦿中国経済は貿易戦争の影響が鮮明だ
　・工業生産（10月前年比伸び率5.9%）⇘（11月前年比伸び率5.4%）
　　　　「車やｽﾏﾎなど不振で実質10年ぶり低い伸び」
　・小売売上高（10月8.6%　⇘　11月8.1%）
　　　　「所得減税やﾈｯﾄ通販ｾｰﾙにも関わらず15年半ぶり低水準」
　・輸出（10月15.6%　⇘　11月5.4%）
　　　　「米国向けは堅調だが、欧州やｱｼﾞｱ向けが失速」

＊eｽﾎﾟｰﾂ　企業も熱中…ｹﾞｰﾑは日本勢出遅れ
ｹﾞｰﾑ対戦協議「ｅｽﾎﾟｰﾂ」に関心を高めるｽﾎﾟﾝｻｰ企業が増えている。2018年の国内市場は48億円
と前年の13倍になる見通しで、優勝賞金が1億円を超える大会も出てきた。「ｹﾞｰﾑ大国」日本でも急
拡大するeｽﾎﾟｰﾂだが、世界では米国や韓国のｹﾞｰﾑの採用が多い。日本勢も巻き返しに動くが、海
外展開の遅れなど課題は多い。
・海外で一般的なｅｽﾎﾟｰﾂはﾊﾟｿｺﾝを使う。一方、日本のｹﾞｰﾑは家庭用ｹﾞｰﾑ機が中心で、ﾈｯﾄ対応
に後れをとり、ｵﾝﾗｲﾝ対戦の文化が根付くのに時間がかかった。

＊ﾃﾝｾﾝﾄ　出資企業、上場ﾗｯｼｭ…ｱﾌﾟﾘ、生活浸透狙う
騰訊控股（ﾃﾝｾﾝﾄ）が子会社や出資先と緩やかに連携する「連邦経営」を拡大している。12日には音
楽配信子会社を米国で上場させた。2018年の子会社・出資先の上場社数は12社に達する。上場で
顕在化させた株式含み益を生かして、さらに投資を拡大。ﾊﾟｰﾄﾅｰづくりを急ぐ。中国で圧倒的なｼｪｱ
を持つ対話ｱﾌﾟﾘ（ＳＮＳ）内で利用できるｱﾌﾟﾘを増やし、ﾃﾝｾﾝﾄのｻｰﾋﾞｽで生活を丸ごと抱え込む狙
いだ。
・ﾃﾝｾﾝﾄはｽﾏﾎなどで楽曲を配信する「QQ音楽」などが中核のｻｰﾋﾞｽだ。「独立することで成長のた
めの資金を自前で獲得しやすくなる」。

＊ﾌｧｰｳｪｲ幹部逮捕巡る確執…NZ貿易相に聞く「世界の秩序を脅かす」
NZのﾊﾟｰｶｰ貿易・輸出振興省は12日、ｶﾅﾀﾞ当局による中国の通信機器大手、華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）
の幹部逮捕に懸念を示した。NZは11月、ﾌｧｰｳｪｲが参加する形での「５G」計画を事実上禁止したば
かり。ﾊﾟｰｶｰ氏はNZの決定に「ｺﾒﾝﾄする立場にない」と明言を避けた。だがﾌｧｰｳｪｲ幹部やカナダ人
拘束に関しては「特定の国を非難しないが、ﾙｰﾙに基づく秩序が脅かされている」と表現した。
・いままでは中国が最大の貿易相手国だ。「中国と深い関係を築いてきた」と強調。
　「貿易以外の要因が通商に影響を及ぼすこともあるが、現状を維持したい」。



2018/12/15 経済

2018/12/15 経済

2018/12/17 医薬

2018/12/17 経済

2018/12/18 東南ｱｼﾞｱ

2018/12/18 経済

2018/12/18 企業S

＊EV充電規格、商機と危機…日中同舟、知財戦略ｶｷﾞ
電気自動車（EV)向け急速充電規格「CHAdeMO（ﾁｬﾃﾞﾓ）」も、一時は風前の灯（ともしび）だった。東
京電力や日産自動車が主導して国際標準を目指すﾁｬﾃﾞﾓに対し、米独勢が別の規格「ｺﾝﾎﾞ」を作り
立ちはだかった。EV大国の中国の動向に注目が集まり、今年8月、大変動が起きた。日中が共同
で、高出力の次世代規格を2020年に決めることで合意した。日中が規格を統一すればｼｪｱは9割
超。
・「中国と組んだ効果は絶大。ｲﾝﾄﾞ、ﾀｲなどｺﾝﾎﾞの採用に傾いていた国々がﾁｬﾃﾞﾓに戻りつつあ
る」。
・2000年代、日本は中国の高速鉄道市場というｱﾒに飛び付き、虎の子の新幹線技術を奪われた苦
い経験を持つ。呉越同舟ならぬ今回の「日中同舟」を手放しでは喜べない。商機と危機が隣り合わ
せの時代を、したたかに戦い抜く知恵と覚悟が必要だ。

＊１０兆円経済圏供給網に影…ﾌｧｰｳｪｲ包囲狭まる
中国の通信機器最大手、華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）への包囲網が狭まっている。米国に続き豪州、日本
でも同社製品を締め出す動きが具体化する。同社は通信基地局で世界ｼｪｱ首位、ｽﾏﾎで2位。半導
体だけで年間調達額は1.5兆円を超え、日本企業からも5千億円規模の部品を買っている。「ﾌｧｰｳｪｲ
排除」の動きが進めば、ｻﾌﾟﾗｲチェーﾝを担う日本や米国の企業にも打撃となる。
⦿米標的の中国ﾊｲﾃｸ
　・中興通訊「英語名・ZTE（国有）　創業1985　売上1兆7900億円　海外比率43%」
　　　　　　　　（主事業・通信基地局世界4位、ｽﾏﾎ世界9位）
　・杭州海康威視数学技術「英語名・ﾊｲｸﾋﾞｼﾞｮﾝ　国有　創業2001年　売上高6900
　　　　　　　　億円　海外比率29%」　（主事業・監視ｶﾒﾗ世界1位）
　・浙江大華技術「英語名・ﾀﾞｰﾌｧ･ﾃｸﾉﾛｷﾞｰ　民営　創業2001年　売上高3100億円
　　　　　　　　海外比率36%」　（主事業・監視ｶﾒﾗ世界2位）
　・海能達通信「英語名・ﾊｲﾃﾗ　民営　創業1993年　民営　売上高900憶円
　　　　　　　　海外比率60%」　（主事業・警察など特定用途無線で世界1位）

＊LNG基地計画　日中火花…東ｶﾞｽ、現地発電と連合
ﾌｨﾘﾋﾟﾝがLNGの導入を急ぐのは、同国の22%の電力を賄うﾊﾟﾗﾜﾝ島沖のﾏﾗﾝﾊﾟﾔ・ｶﾞｽ田が、24年から
枯渇する見込みのためだ。同国初となる液化天然ｶﾞｽ（LNG)の輸入基地の建設計画が動き出した。
その受注を狙い東京ｶﾞｽが12月、LNG基地の共同開発などで地場発電大手ﾌｧｰｽﾄｼﾞｪﾝと合意した。
一方、中国国有石油大手の中国海洋石油集団は地元の石油元売り大手と手を組んだ。日中の企
業がﾉｳﾊｳを武器に、ﾌｲﾘﾋﾟﾝで受注競争を繰り広げることになった。
＊ﾄﾖﾀ、世界販売2%増へ…19年計画、最高更新　中国がけん引
ﾄﾖﾀ自動車は17日、ﾀﾞｲﾊﾂ工業と日野自動車を含むｸﾞﾙｰﾌﾟの2019年の世界販売台数を1076万台と
する計画を発表した。18年実績見込みを2%上回り、3年連続で過去最高を目指す。18年実績は17年
比で2%増の1055万台を見込む。世界販売のけん引役は中国になる。市場は減速しているが、高級
車「ﾚｸｻｽ」の販売などが大幅に増えている。19年も好調に推移すると見ている。

＊がん免疫薬　効き目予測…過剰な投薬や副作用を回避
体に備わる免疫の仕組みを使いがんを叩くがん免疫薬「ｵﾌﾟｼﾞｰﾎﾞ」などの効き目を予測し、過剰な
投薬を避けるための研究が相次いでいる。東北大学などは免疫細胞が分泌する特定の分子がが
んの増殖に関わり、予測の手がかりになることを発見。埼玉医科大学は9割弱の制度で効果を予測
する基盤となる実験ﾃﾞｰﾀを得た。超高額ながん免疫薬を患者に使う前後に効き目の見通しがある
程度立てられれば、医療費を抑え副作用の回避につながる可能性がある。
・「ｵﾎﾟｼﾞｰﾎﾞ」は効き目に個人差があり、薬代が年間約1千万円に上る。がん免疫薬の投薬期間は
定まった基準がなく、医師が患者の要望などを基にしている。効き目が薄いまま投薬を続けると、無
用な副作用が起きる恐れもある。効果がないと判断できれば別の治療法を受けることができる。

＊住商、仏で洋上風力参入…5000億円規模　国内展開の足場に
住友商事はﾌﾗﾝｽで洋上風力発電に参入する。計約5000億円の総事業費で計100万㌗の発電所を
建設する。ﾌﾗﾝｽでは今後洋上風力の大規模開発が進む。欧州の風力発電は2025年までに1.5倍に
拡大すると見込まれている。日本勢は先行市場でﾉｳﾊｳを積み、国内の展開を見据える。住商関係
者は「日本も今後は有望な市場になるとみている」と話す。

＊中国民営ｶﾞｽ　LNG拡大…180都市に販売網　「負の遺産」に賭け
中国の新奥集団（ENNｸﾞﾙｰﾌﾟ）が東芝の液化天然ｶﾞｽ（LNG)事業を買収することを決めた。新奥は
中国では珍しい民営のｴﾈﾙｷﾞｰ大手で、10月にはLNG受け入れ基地を稼働させるなど、天然ｶﾞｽの
導入拡大の波に乗って業容を広げている。ただ、買収する事業はｶﾞｽの市況次第で巨額損失が発
生するﾘｽｸが指摘されていた。
・天然ｶﾞｽ消費2.5倍‥30年予測　石炭から転換、政府指導＝習近平は企業の幹部を集めた会合で
「青空を取り戻すため、ｴﾈﾙｷﾞｰ構造を改善する」と繰り返す。
輸入元として米国を期待していたが、先行き不透明になっており、豪州やｶﾀｰﾙからの輸入を増や
す。中国は輸入元の多様化を求めている。
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＊中国ﾈｯﾄ旅行最大手…空き室偽り架空予約（日本人ｻｲﾄで不正）
中国ﾈｯﾄ旅行最大手の提程旅行網（ｼｰﾄﾘｯﾌﾟ）の日本人向け予約ｻｲﾄ「ﾄﾘｯﾌﾟﾄﾞｯﾄｺﾑ」で架空予約トラ
ブルが発生している。予約ができないのに、予約が確定したと利用差に伝えていた。本来より高額
で予約を募るなどﾆｾのﾌﾟﾗﾝもあった。ﾄﾗﾌﾞﾙは37件あったという。

＊東南ア配車2強に接近…小売り、通販で成長狙う
東南ｱｼﾞｱで小売り大手と配車2強が接近している。ｲｵﾝは18日にｲﾝﾄﾞﾈｼｱの配車大手ｺﾞｼﾞｪｯｸとの
連携を発表し、ﾀｲでは英ﾃｽｺ系などの小売りがｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの配車大手ｸﾞﾗﾌﾞと組んで買い物代行に参
入した。配車2強は膨大な運転手を抱え、決済手段を備えて生活ｲﾝﾌﾗとなっており、通販市場を狙う
小売り大手にとって魅力的な提携相手だ。大都市では道路渋滞が深刻で、2強が手掛ける二輪宅
配のﾆｰｽﾞは大きい。
・両社のｻｰﾋﾞｽは公共交通機関が未発達な東南ｱｼﾞｱで急速に発達。
　ｸﾞﾗﾌﾞは8ヵ国で展開、230万人の運転手を保有。ｺﾞｼﾞｪｯｸもｲﾝﾄﾞﾈｼｱで1億人の利用者、ﾍﾞﾄﾅﾑに進
出して海外進出

＊時価総額140兆円減…中国勢後退、印が台頭
ｱｼﾞｱの株式市場に逆風が強まっている。米中貿易摩擦や米利上げなどが影響し、投資家の成長期
待が後退。ﾊｲﾃｸ・金融株を中心に株価が下落している。日経新聞が選ぶｱｼﾞｱの有力企業
「Asia300」の株式時価総額は、2017年末に比べ約1兆2700億㌦（約140兆円）減った。目立つのは騰
訊控股（ﾃﾝｾﾝﾄ）など中国勢だ。変わってｲﾝﾄﾞ勢が新たなけん引役に台頭している。増加額ﾗﾝｷﾝｸﾞ
ではｲﾝﾄﾞ勢が上位5社まで独占した。ｱｼﾞｱ株をけん引する構図が変わった。

＊送配電、中国勢が台頭…11兆円市場、新興国成長
日立製作所は17日、送配電など電力ｼｽﾃﾑ事業を、ｽｲｽABBから買収すると発表した。電力ﾋﾞｼﾞﾈｽ
は世界的な構造転換期を迎えている。原子力や火力といった発電部門は再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの普及
により収益性が悪化。一方、成長が期待できる送配電事業では中国企業が台頭する。世界11兆円
の市場で競争に打ち勝つにはITを活用した効率の高い仕組みが不可欠になる。
・再生ｴﾈ追い風＝世界の電力市場では既存の火力など発電事業が苦境にあるなか、今後も成長
が見込める分野として送配電事業に注目が集まる。
・IOTを強みに＝発電分野での再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの台頭が成長を後押しする。課題がある。送配電
事業では独ｼｰﾒﾝｽや仏ｼｭﾅｲﾀﾞｰｴﾚｸﾄﾘｯｸなどが先行している。ABBから送配電などを買収する日立
は、こうした世界企業と戦う。

＊久光薬、営業益13%減…3～11月　医療用医薬品が苦戦
久光製薬の2018年3～11月期の連結業績は営業利益が前年同期比13%減の180億円程度になった
もようだ。主力の消炎鎮痛剤「ﾓｰﾗｽﾃｰﾌﾟ」など医療用医薬品が薬価の引き下げや後発薬の台頭で
苦戦し、広告宣伝費も膨らんだ。一般用医薬品「ｻﾛﾝﾊﾟｽ」は海外需要を取込み好調だったが、医薬
用の不振を補えなかった。

＊ﾀｲ、7年ぶり利上げ…景気回復で金融正常化
ﾀｲ中央銀行は19日の金融政策委員会で、政策金利（翌日物ﾚﾎﾟ金利）を0.25%引き上げ、年1.75%に
することを決めた。利上げは7年4ヵ月ぶり。景気の回復を受け、金融政策の正常化にｶｼﾞを切った。
政策委は「内需が力強さを増している」と評価。民間の消費、投資ともに拡大し、緩和の必要性は減
少したと判断。貿易戦争を受け、中国からﾀｲに生産拠点を移す投資も増えるとみている。ﾀｲの18年
のGDPは4.2%程度伸びる見通し。4年連続で成長が加速する。

＊中国、車の外資規制緩和…来月から　会社・工場新設しやすく
中国政府は2019年1月から自動車分野の外資規制を緩和する。中央政府の認可が必要だった合弁
乗用車ﾒｰｶｰの設立と、18年から外資の単独進出が認められるようになったEV新会社設立や新工
場の建設をし易くなりそうだ。
・中国では政府が認めた中国企業の電池を搭載しないとEVﾒｰｶｰなどが政府から補助金を得られな
い制度があり、外資の電池ﾒｰｶｰの中国事業の成長を拒んできた。しかし、高品質の日本や韓国の
電池ﾒｰｶｰの電池を求める自動車ﾒｰｶｰが多く、実務ﾍﾞｰｽでは「補助金の仕組みが崩れており、日
本や韓国のﾒｰｶｰから購入しようとする動きが加速している」（業界関係者）。

＊中国でEV電池　日韓勢が増産…新ｴﾈ車の外資規制緩和
日中韓の電池ﾒｰｶｰの中国市場での競争が激しさを増している。ﾊﾟﾅｿﾆｯｸは2019年内にも車載電池
の生産能力を最大8割増やす。韓国のLG化学も20年をめどに南京で新工場を建設する。
・中国、PHV規制見送り「日本勢の得意分野」＝中国政府は2019年施行の「自動車産業投資管理規
定」でﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ車（PHV）の能力増強を厳しく制限する規制案を見送ると発表した。PHVはﾄﾖ
ﾀ自動車をはじめとする技術の蓄積が豊富な大手ﾒｰｶｰが得意とする領域だ。日本ﾒｰｶｰに追い風。



2018/12/20 経済

2018/12/21 経済

2018/12/22 経済

2018/12/22 指導部

2018/12/22 指導部

2018/12/23 経済

2018/12/24 指導部

＊中国ﾊｯｶｰ　世界攻撃か…米は国主導と指摘
米司法省は先端技術を盗み出した疑いで20日に起訴した2人に中国人をﾊｯｶｰ集団「APT10」のﾒﾝ
ﾊﾞｰだと断定した。同集団は2016年ごろからｻｲﾊﾞｰ攻撃を強めており、活動拠点は中国との見方が
大勢だ。米政府は中国の情報機関である国家安全省の関与を指摘し、国家主導で世界規模のﾊｯｷ
ﾝｸﾞを画策したと見なしている。
・ｻｲﾊﾞｰ空間「中国に包囲網」＝ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権がｻｲﾊﾞｰ空間での中国包囲網づくりに動きだした。米
国が中国人ﾊｯｶｰを起訴すると同時に、日本や英国も相次いで中国を非難する声明を公表した。

＊中国、技術移転強制を禁止…法案審議、実効性は不透明
全国人民代表大会常務委員会は23日、外資投資を保護する外商投資法案の審議を始めた。外資
の技術を行政手段で強制的に移転することを禁じる規定を盛った。米国の批判を意識して明文化し
たようだが、中国はもともと「政府が技術移転を強制したことはない」との立場をとる。米国が求める
ような技術移転の阻止にどこまで実効性が上がるかは不透明だ。中国共産党機関紙、人民日報が
伝えた。

＊「中国のﾊｲﾃｸ政策　危険」…日米貿易にも不満
ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権のﾅﾊﾞﾛ大統領補佐官は日経新聞の取材に「中国による技術への攻撃は、米国だけで
なく日欧の将来も脅かす」と厳しい対中不信を表明した。
「中国は下記の6分野でｻｲﾊﾞｰ攻撃や為替操作など不公平な政策を続けている」
　　①国内市場保護　②世界ｼｪｱ拡大　③資源囲い込み　④製造業の独占
　　⑤技術獲得　　　　⑥先端産業育成
・「中国のﾊｲﾃｸ分野の産業政策は、米国だけでなく欧州にも日本にも危険なものだ。知的財産権の
侵害、技術移転の強要、産業補助金、あらゆる施策が世界貿易機関（WTO)ﾙｰﾙ違反だ」
・「中国は5ヵ年計画を作り、中国産業を守るため、高率の輸入関税を課し（許認可などの）非関税障
壁もある。これら全ての解決が90日間の米中交渉の主題だ。
・「華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）製品は極めて危険だ。ﾊｰﾄﾞだけでなくｿﾌﾄｳｴｱにも明確なﾘｽｸがある。同社製
品の排除は、軍事機密を共有する国にも広がるだろう」
・「対日貿易赤字は巨額だ。大統領は均衡ある貿易を求める。自動車分野でみれば米国から日本
への輸出量は、日本からの対米輸出の100分の１以下だ。

＊中国、減税規模を拡大…19年経済運営　貿易摩擦　景気下支え
中国の習近平指導部は21日、2019年の経済運営方針を決める「中央経済工作会議」を終えた。会
議は「さらに大規模な減税を実施する」とし、積極財政で内需を拡大する方針を打ち出した。金融政
策も緩和気味に運営する方針だ。米国との貿易戦争で経済の下押し圧力が強まるなか、景気下支
えに軸足を置く姿勢を鮮明にした。
＊中国「自前半導体」へ執念…対米摩擦計画のﾘｽｸ
台湾の鴻海（ﾎﾝﾊｲ）精密工業とｼｬｰﾌﾟが中国で半導体工場の新設に乗り出す。中国・珠海市政府が
巨額支援をする見通しで、実質的な後ろ盾となる。政府による支援の背景には、半導体の国産化を
進めたい中国の危機感がにじむ。半導体は米中ﾊｲﾃｸ分野の覇権争いの焦点でもあり、計画実現
に向けた懸念は少なくない。
「保護主義が中国に自力更生の道を歩むよう迫っている」。中国の習近平国家主席は9月、自力で
困難を克服すると強調した。
・中国装置市場の規模はすでに日本を越え世界3位に浮上。19年に首位の韓国に接近する予測
だ。ただ、同分野では日本や米国ﾒｰｶｰが強く、中国企業は育っていない。
・鴻海が米中摩擦を逆手にとって中国から支援を引き出すという構図にみえるが、ﾘｽｸを制御しきれ
るかは不透明だ。

＊対話ｱﾌﾟﾘ大手、自国回帰…顧客基盤確保「配車や金融も」
日中韓の対話ｱﾌﾟﾘ最大手が自国でのｻｰﾋﾞｽ領域拡大に躍起になっている。韓国のｶｶｵ「利用者は
韓国でｼｪｱ9割」はﾏｲｶｰを使ったﾗｲﾄﾞｼｪｱやﾃﾞｰﾀ技術を駆使した融資に進出する。中国の騰訊控股
（ﾃﾝｾﾝﾄ）「利用者10億人超」、日本で展開するLINE「利用者日本国内で7800万人」を含む3社は対
話ｱﾌﾟﾘで膨大な利用者を抱え、そこから新ｻｰﾋﾞｽに誘導しやすい強みがある。国外の新たな利用者
獲得が難しく、自国の深堀に重点を置かざるをえない事情も抱える。

＊中国「国家情報法」米に衝撃…「国民皆ｽﾊﾟｲ化」法的に担保
在米技師拒めず＝「まさか、中国がここまでやるとは・・・・・」。2017年6月28日に中国で施行された
新法の名は「国家情報法」。その内容に、日米安全保障関係者は言葉を失った。第7条に「いかなる
組織及び個人も、国の情報活動に協力する義務を有する」と明記する。
・広義のｽﾊﾟｲ活動は中国だけでなく、米欧やﾛｼｱなど多くの国が水面下で実施。民主主義国家では
一般国民が自国の情報機関に協力するかは個人の自由意志に対し、中国の国家情報法は国民に
協力を強制。安全保障だけでなく、国家を挙げた自国の産業高度化にもつなげようとしている。
・例えば、中国に有益な米国の情報を入手できる在米中国人ｴﾝｼﾞﾆｱが、中国の情報機関にｽﾊﾟｲ行
為を働くよう指示されれば拒めない。国家の有事の際に「動員出来るようにする「国防動員法」を施
行していたが、その「ｲﾝﾃﾙｼﾞｪﾝｽ版」だ。
・日本では1987年、東芝の子会社・東芝機械が国際規制に違反し、工作機械を輸出し、ソ連の潜水
艦のｽｸﾘｭｰ音が低下。日米の外交問題になり、東芝が深い傷を負った。米国の危機感を受け止め
ねば「第2の東芝機械事件」が起こる。
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2018/12/27 経済
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2018/12/28 経済

＊処方薬　自宅で入手可能…20年度めど　在宅医療後押し
厚生労働省は患者が自宅にいながら処方薬を入手できる仕組みを作る方針を固めた。ﾃﾚﾋﾞ電話で
の診察は4月に解禁されたが、今は薬をうけとるには薬局に出向き、薬剤師の対面指導を受けねば
ならない。ｽﾏﾎなどｵﾝﾗｲﾝでの服薬指導を全国で認める。将来は診察から薬の受け取りまで一貫し
て在宅でできるようにし、なるべく入院を減らして膨らむ医療費を削減する狙いだ。

＊復星集団、「中国のﾃﾞｨｽﾞﾆｰ」狙う…ﾃｰﾏﾊﾟｰｸ運営習得「ﾊｳｽﾃﾝﾎﾞｽに出資」
中国最大級の民間複合企業である復星集団（上海市）が、ﾚｼﾞｬｰ施設のﾊｳｽﾃﾝﾎﾞｽ（HTB、長崎県
佐世保市）に約25%を出資する見通しとなった。2010年の閉鎖寸前から復活したHTBの運営ﾉｳﾊｳを
吸収し、中国で本格的なﾃｰﾏﾊﾟｰｸを展開するのが狙いだ。打倒ﾃﾞｨｽﾞﾆｰを掲げるも事業撤退した大
連万達集団（ﾜﾝﾀﾞ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ）に代わり、今度は復星が「中国のﾃﾞｨｽﾞﾆｰ」を狙う。

＊融資担保株　中国に火種…総額64兆円　売却なら消費に影「株・最安値」
中国の株式市場で新たな火種がくすぶり始めた。25日の上海総合指数は前日比0.9%低い2504で取
引を終えた。創業者など大株主が資金借り入れのため担保に差し出した上場株が4年前のほぼ3倍
に膨らんだ。株価下落で担保価値が下がり、預かっている金融機関が処分に踏み切れば一段の株
安につながる可能性がある。株価がさらに下落して消費者心理を冷やせば、減速する中国景気の
重荷になりかねない。

＊中外薬、営業益最高に…今期　抗がん剤など新薬好調
中外製薬の業績が拡大している。2018年12月期の連結営業利益は無形資産の償却費を除いたﾍﾟｰ
ｽで前期比2割増の1200億円強になりそうだ。従来予想より上回り、最高益を更新する。親会社のｽ
ｲｽ製薬大手ﾛｼｪ向けや国内で抗がん剤などの主力品が伸びる。事業売却や新薬開発に伴う一時
金収入も利益を押し上げる。
・時価総額、国内製薬で首位＝株式時価総額は9月に一時4兆円を突破し、武田薬品工業やｱｽﾃﾗｽ
製薬を上回り国内ﾄｯﾌﾟとなった。投資家が注目するのは血友病新薬の「ﾍﾑﾗｲﾌﾞﾗ」と充実した新薬
候補だ。

＊車減産　中国で広がる…日産・ﾏﾂﾀﾞも　市場縮小が影
世界最大の自動車市場である中国で減産の動きが広がっている。販売不振の米ﾌｫｰﾄﾞ・ﾓｰﾀｰや韓
国・現代自動車などに続き、日産自動車とﾏﾂﾀﾞも2割程度減産する。中国の新車販売は消費ﾏｲﾝﾄﾞ
の冷え込みなどで2018年に28年ぶりに減少に転じ、自動車産業は中国の国内総生産（GDP)の約1
割を占めるとされ、雇用や関連産業への波及で中国景気の減速要因になる恐れがある。
・市場縮小の要因＝①渋滞や大気汚染の抑制にｶﾞｿﾘﾝ車のﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄの発給を制限。②不動産
価格の下落に伴い高額消費が冷え込む。③昨年末の小型減税の反動減など。

＊中国6.2%成長に減速予測…29年ぶり低水準「貿易戦争の打撃一段と」
日本経済新聞社と日経QUICKﾆｭｰｽがまとめた中国ｴｺﾉﾐｽﾄ調査によると、中国の実質GDP伸び率
の予測平均値は6.2%だった。米中貿易戦争の影響が本格的に表れ、29年ぶりの低水準にとどまる
見通し。景気対策の効果が出るのは19年下期以降との見方が多く、中国経済の先行きが不透明感
が増している。

＊ﾔﾝｺﾞﾝ「ﾒｶﾞ都市」へ架橋…韓国勢建設、対岸を開発「日中も支援」
ﾐｬﾝﾏｰの最大都市ﾔﾝｺﾞﾝで、中心市街と川の対岸を結ぶ大型橋の建設が24日始まった。韓国が事
業費の大半を政府開発援助（ODA)で融資し、対岸に工業団地も整備する。ﾔﾝｺﾞﾝは人口1千万人の
ﾒｶﾞ都市に発展する可能性がある。ﾐｬﾝﾏｰは日本と中国の協力も得ながら、市内を流れる河川への
架橋と、対岸の住宅地や工業団地の開発を進める。

＊東南ｱ成長　減速一段と…来年4.7%、本社調査　貿易戦争響く
　　⦿東南ｱｼﾞｱとｲﾝﾄﾞのGDP成長率（前年比、％）
　　　　　　　　　　　　　　　　2017年　2018年　2019年　2020年
　　　　　　　東南ｱ5ヵ国       5.0        4.8        4.7        4.8
                ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ          5.1        5.2        5.2        5.4
                ﾏﾚｰｼｱ            5.9        4.7        4.5        4.7
                ﾌｲﾘﾋﾟﾝ             6.7        6.4        6.7        6.7
                ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ         3.6        3.3        2.5        2.4
                ﾀｲ                   3.9        4.2       3.9        3.8
                ｲﾝﾄﾞ                 6.7        7.3      7.3         7.5

＊韓国電池、中国以外も開拓…韓国の車載向け
韓国の車載向けﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池ﾒｰｶｰが「中国＋１」の市場開拓に走り出した。新興勢力のSKｲﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝは2022年までに米欧などで新工場を稼働。世界4位のLG化学は19年秋に中国で稼働させる工
場で輸出に注力する。中国は車載向け電池の需要が世界最大だが、政府の規制や地場大手との
競争が厳しい。EVの成長が見込める欧州なども開拓し、ｼｪｱ拡大を狙う。
・欧州各社、EV生産拡大「電池　ｱｼﾞｱ依存に懸念も＝欧州ではﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車の販売禁止など、EVの普
及に追い風が吹く。EUの執行機関、欧州委員会のｼｪﾌﾁｮﾋﾞｯﾁ副委員長は「ｱｼﾞｱの技術に依存した
ままという選択肢はありえない」と強調。



2018/12/30 企業D

2018/12/30 東南ｱｼﾞｱ

2018/12/31 経済

＊ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟで「修業」…NTT西やﾀﾞｲｷﾝ、速さ体得「脱・自前主義　幹部育成」
大企業がｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業や大学に社員を出向させ、最先端の技術・ｻｰﾋﾞｽを吸収しようとする動きが
広がっている。ﾊﾟﾅｿﾆｯｸやIHIなど幅広い企業が導入し、ﾀﾞｲｷﾝ工業は若手技術者を東京大学の施
設に駐在させる。大企業はｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを創出しづらい現状を打破しようと、若手中心に新興企業の素
早い意思決定などの流儀を学ばせ、人づくりにつなげる。

＊新興国通貨　18年は大幅安…米にﾏﾈｰ回帰で打撃
2018年の新興国は米利上げ継続や政治不安を受けて大幅な通過安に見舞われた。主要11通貨の
平均下落率は、ｱｼﾞｱ通貨危機が収まった00年以降では3番目の大きさになった。秋以降は米利上
げの打ち止め観測でやや持ち直したが、米景気次第で売り圧力が再燃するﾘｽｸも残る。19年は選
挙がある国も多く、新興国側の政策の巧拙も厳しく問われそうだ。

＊先端技術研究　中国が先行…30ﾃｰﾏ本誌調査　8割で首位「米警戒」
日経新聞社はｵﾗﾝﾀﾞ学術情報大手ｴﾙｾﾞﾋﾞｱと共同で、各国の研究開発力を探るため、世界の研究
者が最も注目する先端技術の研究ﾃｰﾏ別ﾗﾝｷﾝｸﾞをまとめた。EVやﾛﾎﾞｯﾄなど新産業の要となる電
池や新材料などが目立ち、論文数を国別にみると上位30ﾃｰﾏのうち中国が23でﾄｯﾌﾟ。米国の首位
は7つにとどまり、ﾊｲﾃｸ摩擦の様相を呈する米中の新たな火種になりそうだ。
・中国の論文は「粗製乱造」と皮肉られてきたが、最近は質も高まってきた。
・中国が14年～16年に発表した論文のうち、引用数が多く優れた論文として一定の評価を得ている
論文の割合は10.9%。米国の15.1%を下まわるのもの、日本の8.5%を上回る。
・ｴﾙｾﾞﾋﾞｱは「中国は日本や米国に比べて実用化を視野に入れて集中投資する」


